
（別紙）居宅介護支援業務の実施方法について 

１、居宅サービス計画の作成について 

① 介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案作成に際しては、次の点に配慮します。 

 ア 利用者の居宅への訪問、利用者及びその家族に面接により利用者の置かれている環

境、立場の十分な理解と課題の把握（アセスメント）に努めます。 

 イ 利用する居宅サービス等の選択にあたっては、当該地域における指定居宅サービス

事業者等に関する情報を利用者またはその家族に提供します。 

 ウ 介護支援専門員は、利用者に対して居宅サービスの内容が特定の種類、事業者に不

当に偏るような誘導または指示を行いません。 

 ヱ 介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案が、利用者の実情に見合ったサービス

の提供となるよう、サービス担当者から、専門的な見地からの情報を求めます。（サ

ービス担当者会議） 

② 介護支援専門員は、利用者が訪問看護、通所リハビリテーション等の医療サービスの

利用を希望する場合には、利用者の同意を得て主治医師等の意見を求めます。又こ

こで意見を求める「主治の医師」については介護認定の申請のために主治医意見書

を記載した医師に限定されないことに留意する。特に訪問リハ及び通所リハについ

ては、医療機関からの退院患者において、退院後のリハビリの早期開始を推進する

観点から、入院中の医療機関の医師による意見を踏まえ速やかに居宅サービス計画

を作成します。 

③ 介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案について、介護保険給付の有無、利用料

等の利用者のサービス選択に資する内容を利用者または家族に対して説明します。 

 ア 介護支援専門員は、利用者の居宅サービス計画の原案への同意を確認した後、原案

に基づく居宅サービス計画を作成し、改めて利用者の同意を確認します。 

 イ 利用者は、介護支援専門員が作成した居宅サービス計画の原案に同意しない場合に

は、事業者に対して居宅サービス計画の原案の再作成を依頼することができます。 

２、サービス実施状況の把握、評価について 

① 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成後にあいて、居宅サービス計画の実施状

況の把握（以下「モニタリング」という。）を行い、必要に応じて居宅サービス計画

の変更、指定居宅サービス事業者との連絡調整その他の便宜の提供を行います。 

② 上記の把握にあたっては、利用者及びその家族、指定居宅サービス事業者等との連絡

を継続的に行うこととし、少なくとも一月に一回、利用者の自宅を訪問し、利用者

に面談するとともに、一月に一回、モニタリングの結果を記録します。 

③ テレビ電話装置その他情報通信機器を活用したモニタリングが可能 

  以下の要件 

ア 利用者の同意を得ること 

イ サービス担当者会議において次に揚げる事項について主治医、担当者その他関係者の



同意を得ていること 

ⅰ 利用者の状態が安定している。 

ⅱ 利用者がテレビ電話装置を介して意志疎通ができる。（家族様のサポートがある場合も

含む） 

ⅲ テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは収集できない情報について、他のサー

ビス事業者との連携により情報を収集すること。 

ウ 少なくとも２月に１回は利用者の居宅を訪問すること。 

①  介護支援専門員は、居宅サービス計画が効果的なものとして提供されるよう、利用者

の状態を定期的に評価します。 

②  介護支援専門員は、その居宅において日常生活を営むことが困難になったと判断した

場合、または利用者が介護保険施設への入院または入所を希望する場合には、事業者は

利用者に介護保険施設に関する情報を提供します。 

 

３、居宅サービス計画の変更について 

   事業者が居宅サービス計画の変更の必要性を認めた場合、または事業者が居宅サー

ビス計画の変更が必要と判断した場合は、事業者と利用者双方の合意をもって居宅

サービス計画の変更を、この居宅介護支援業務の実施方法等の手順に従って実施す

るものとします。 

４、 給付管理について 

     事業者は、居宅サービス計画作成後、その内容に基づき毎月給付管理票を作成し、

国民健康保険団体連合会に提出します。 

５、要介護認定等の協力について 

① 事業者は、利用者の要介護認定または要支援認定の更新申請及び状態の変化に伴う区

分変更の申請が円滑に行われるよう必要な協力を行います。 

② 事業者は、利用者が希望する場合は、要介護または要支援認定の申請を利用者に代わ

って行います。 

６、居宅サービス計画等の情報提供について 

  利用者が他の居宅介護支援事業者の利用を希望する場合には、利用者の居宅サービス

計画作成が円滑に引き継げるよう、利用者の申し出により、居宅サービス計画等の

情報に誠意をもって応じます。 

７、電磁的記録等 

① 事業者は、居宅介護支援に係る書面の保存方法として、電磁的方法により行うことが

できます。 

② 事業者は、交付・説明・同意・承諾その他これに類するもののうち、書面で行うこと

が規定されている又は想定されるものについては、利用者等相手方の承諾を得て、

書面に代えて、電磁的方法により行うことができます。 


